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はじめに 

 

 北広島市役所本庁舎は、昭和 43年の町制施行時に建設され、施設の老朽化が

進んでおり、機能性と耐震性において問題が生じています。平成 8 年に実施し

た耐震診断調査や圧縮強度調査でも、耐震強度等が不足しており、「耐震補強対

策が必要」または「建物全体の強度不足から耐震補強が困難」と診断されまし

た。 

また、防災拠点としての機能が不足していることや、ユニバーサルデザイン

や情報化への対応の限界など様々な問題を抱えています。 

 さらに、人口の急増に伴う行政需要の増加や業務の多様化に伴い、別棟庁舎

の建設や増築、庁舎借上げにより行政サービスを行ってきましたが、窓口や組

織の分散化により、市民の利便性・事務処理の効率性の低下を招いています。 

  

このような状況の解決は、本市にとって長年の懸案事項であり、これらの問

題を解決するため、新庁舎の建設に向けて検討を重ね、平成 20 年 5月には新庁

舎建設庁内検討委員会を設置し、具体的な検討を進めるとともに、パブリック

コメントにより市民の意見も聴取して、平成 23 年度に「新庁舎建設基本構想」

を策定いたしました。 

 

本計画は、これまでの新庁舎建設をめぐる検討結果や基本構想をもとに、新

庁舎に期待される役割や本市が目指す庁舎像を明らかにするとともに、新庁舎

建設にあたっての基本的な考え方を示すものであり、今後、「基本設計」「実施

設計」の策定段階において、詳細な検討を行う際の指針となるものです。 

 

今後は、この計画を踏まえ、市民の皆様に親しまれ、安全で利用しやすい庁

舎となるよう、新庁舎建設事業を進めてまいります。 

 

 

 

    平成 25 年３月 

    北広島市長 上 野 正 三 
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第１章 新庁舎建設の必要性と意義 

１－１ 北広島市の概要 

 

北広島市は、石狩平野のほぼ中央に位置しており、

北西は道都札幌市に、北は江別市に、東は千歳川を

挟んで南幌町と長沼町に、南は恵庭市に接していま

す。ＪＲ千歳線が中央部を南北に縦断し、西側には

国道36号とこれに並行して道央自動車道、道道仁別

大曲線が西地区を南北に縦断しています。また、札

幌市に接する西の里地区から国道274号が市を東西

に横断し、東側を南北に縦断する道道江別恵庭線と

市の中心部で交差するなど、道央圏の重要な交通動

脈が走っています。  

市街地は、北広島駅をほぼ中心として隣接している東部地区と北広島団地地

区、札幌市厚別区と隣接している西の里地区、清田区と隣接している大曲地区、

その南に位置する西部地区の5つの地区に分かれています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 1-1-1 北広島市の位置 

道道江別恵庭線 

図 1-1-2 北広島市の５つの地区 
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（１）自然条件の概要 

a. 地形・地質 

地形は、南西部は狭く北東部に伸びて次第に広がる形になっており、周囲は

約 52.5km、面積は 118.54k ㎡(11,854ha)となっています。南西部の島松山(492.9

ｍ)を除いては、標高 100ｍ前後の丘陵が各所にあって起伏に富んでいます。ま

た、市内東部の低地には、水田などの農地が広がっています。地質は、大部分

が洪積層からなっています。 

b. 気象 

 気候は、亜寒帯湿潤気候の日本海型気候に属し、西部から北東方向に延びる

波状台地を境に、局地的な気象変化が見られることがあります。冬は北西の季

節風により雪が降りやすく、夏は太平洋高気圧の影響で南東の風が吹き日中晴

れる日が多くなります。平均気温は 7.7℃（平成 22年）で、夏は最高気温が 30℃

を超え、冬は最低気温が－20℃に達することもあります。 

図 1-1-3 北広島市の気温の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-1-4 平成 22年度の月別降水量・積雪量（最大） 
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2011 年版北広島市統計データより 

2011 年版北広島市統計データより 
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（２）社会条件の概要 

a. 人口・世帯数 

北広島市は、昭和 40年代の道営北広島団地の開発をはじめとして都市化が進

み、それに伴い人口が増えましたが、平成 19 年 6月末の 61,199 人をピークに、

近年は若干の減少傾向にあり、平成 24 年 3 月末現在で 60,291 人、26,151 世帯

となっています。 

 

図 1-1-5 北広島市の人口・世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-1-6 北広島市人口分布表（Ｈ24年 3月 31日現在） 

 

 

（人） 

（年） Ｈ 

人口総数        世帯数 

2011 年版北広島市統計データより 

北広島市市民課「住民基本台帳」より 

男性 女性 
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１－２ 新庁舎建設の必要性と意義 

 

（１）現庁舎の現状 

現本庁舎は、昭和 43 年の町制施行時に建設されました。その後、昭和 45

年以降の急速な人口の増加と都市化により行政需要が増大し、昭和 49年に第

2庁舎、昭和 54年に第 3庁舎を建設し、昭和 58年には第 2庁舎、平成 3年に

は第 3 庁舎をそれぞれ増築して現在に至っていますが、図 1－2－1 に示すと

おり、庁舎が 6 箇所に分散しているため、分かりにくく、市民の利便性を損

なう状況となっています。 

また、現本庁舎は建設後 40年以上が経過しており、建物はもとより、設備

の老朽化が進み維持管理経費も増大しています。 

さらに、耐震診断調査や圧縮強度調査では、耐震補強の必要性や強度不足

が指摘されています。 

図 1-2-1 庁舎利用状況図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■第２庁舎 

総務部情報推進課(広報) 

建設部庶務課 

    都市整備課 

    建築課 

■第３庁舎 

水道部業務課 

    水道施設課 

    下水道課 

■本庁舎 

議場・市長・副市長室 

総務部総務課 

    職員課 

    秘書課 

市民環境部市民課(戸籍) 

保健福祉部国保医療課 

会計室会計課 

議会事務局 

■借上庁舎 

教育委員会教育総務課 

      学校教育課 

      教育施策推進課 

      青少年課 

      社会教育課 

■第３庁舎増築部 

総務部税務課 

    危機管理課 

    庁舎建設推進課 

保健福祉部福祉課 

      高齢者支援課 

      児童家庭課 

      健康推進課 

経済部農政課 

    商業労働課 

    工業振興課 

会計室契約課 

農業委員会 

■第２庁舎増築部 

企画財政部政策調整課 

     行政推進課 

     財政課 

     都市計画課 

市民環境部市民課 

環境課 

総務部情報推進課 

監査委員事務局 

道道栗山北広島線 

道
道
江
別
恵
庭
線 

エ
ル
フ
ィ
ン
ロ
ー
ド 

中央会館 
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写真 1-2-1 現本庁舎               写真 1-2-2 現第 2庁舎 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 1-2-3 現第 3庁舎              写真 1-2-4 現借上庁舎 

 

 

（２）新庁舎建設の必要性と意義 

 本市はこれまで人口の急増による都市化への対応や住環境の整備、教育や福

祉施策の充実、市民により身近なコミュニティ施設の整備などを優先して行っ

てきました。 

現庁舎はその間に老朽化が進み、同時に多くの問題点を抱えており、市議会

においても様々な観点から議論がなされてきたところです。 

これらの問題点の根本的な解決は、応急措置的な対応では困難な状況となっ

ていることから、これからのまちづくりを見据え、今後ますます多様化する行

政需要に即した質の高い行政サービスを適切に提供できる環境の整備に向け、

新庁舎建設を早急に進めていく必要があります。 

 



第１章 新庁舎建設の必要性と意義 

 

 

  
6 

 

  

表 1-2-1 現庁舎の問題点 

①庁舎の分散による市民サービス機能の低下 

  現在、本庁舎の施設規模では全ての市政の機能を集約することが困難

なため、図 1－2－1のとおり複数の庁舎に分散して市政を運営していま

す。そのため、来庁者の用件によっては、複数の庁舎に行かなければな

らないこともあり、庁舎が分散していることで、市民の利便性が損なわ

れていると言えます。 

 

②庁舎の狭隘化、複雑化による市民サービス機能の低下 

  行政の役割が多様化するにつれて、市民サービス窓口や待合スペース、

会議室、書庫、倉庫が不十分な状況にあり、また、狭隘化により部署の

配置が複雑で分かりづらく、市民にとっての利便性と市民サービスの機

能が低下しています。 

  特に、市民が他人には知られたくない内容を相談するためのスペース

が十分に確保できないため、プライバシーや個人情報を保護しにくい状

況も見受けられます。 

 

③庁舎の老朽化による安全性の低下 

  昭和 56年の建築基準法の改正により、診断設計に関する基準が大幅に

見直されたこともあり、それ以前に建設されている庁舎は、現在の基準

において耐震性能が低くなっています。 

各庁舎の概要 

庁舎名 構造 階数 床面積(㎡) 建築年 経過年数 

本庁舎 ＲＣ ３階 1,772 ㎡ S43 45 年 

第２庁舎 鉄骨プレハブ １階 597 ㎡ S49 39 年 

第２庁舎増築 鉄骨プレハブ ２階 838 ㎡ S58 30 年 

第３庁舎 鉄骨プレハブ ２階 480 ㎡ S54 34 年 

第３庁舎増築 鉄骨プレハブ ３階 1,500 ㎡ H3 22 年 

借上庁舎   352 ㎡ S62 借上 26 年 

計   5,538 ㎡   

中央会館 ＲＣ 2階 566 ㎡ S43 45 年 

 

平成 8年に行った本庁舎の耐震診断調査では、地震に対する耐震性が

低下していることが判明しましたが、同時に行った壁面コンクリートの

圧縮強度調査では、強度が低下している躯体に補強のためアンカーを打 
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ち込み、壁の増設を行うことは危険が伴うとの診断結果が出されていま

す。また、平成 25 年 2 月に行った「本庁舎耐力度調査」では耐力度が

3,571 点であり、一般的に必要とされる耐力度基準の 4,500 点に満たな

い調査結果となりました。さらに、現庁舎は老朽化による外壁のひび割

れや外部サッシの腐食、屋上の防水機能の低下による雨漏りなど、各所

に修繕が必要な箇所があります。 

本庁舎の耐震診断結果 

診断結果 本庁舎 X方向（南北）は全ての階で耐震上大いに問題があり、大規模な補強、

または改築が必要である。Y 方向（東西）は 2 階で耐震性が劣るため補強が

必要、または精密診断が必要である。 

補強対策に

関する意見 

補強対策にて、耐震性能の不足している階は、壁の増設などの補強を行い、

補強後に耐震診断を行い、構造耐震判定指標を上回ることを確認する必要が

ある。しかし、補強によって指標値を満足することができても、壁コンクリ

ートの強度不足が確認されていることから、これほど強度が低下しているコ

ンクリート躯体に、多数のアンカーを打ち込み壁の増設を行なうことは、建

物全体の強度を考えると危険が伴うものと思われる。 

【耐震診断結果表】 

 方向 階 Is Iso 判定 補強法  

X 

3 階 0.30 

0.65 

N.G 耐震壁増設・開口部縮小 

2階 0.28 N.G 耐震壁増設・壁設置・開口部閉じ 

1階 0.28 N.G 
耐震壁増設・壁設置・開口部閉じ 

・スリット設置 

Y 

3 階 0.93 

0.65 

O.K なし 

2階 0.55 N.G 耐震壁増設・スリット設置 

1階 0.83 O.K なし 

※ Is：構造耐震指標、Iso：構造耐震判定指標値 

【コンクリートの圧縮強度結果表】 

 コア番号 部位 圧縮強度(kgf/c㎡) 平均値(kgf/c㎡)  
1 1階内壁 143 〈14.0〉 

150.5 

137.7＜180 

(設計基準強度) 

2 1階内壁 158 〈15.5〉 

3-2 2階内壁 195 〈19.1〉 
148.0 

4 2階内壁 101 〈 9.9〉 

5-2 3階内壁 88 〈 8.6〉 
114.5 

6 3階内壁 141 〈13.8〉 

※〈 〉内数値は、1(kgf/c㎡)＝9.80665×10-2(N/m㎡)により(N/m㎡)に換算した値 

 

 

 ○現庁舎の耐震改修には多額の費用を要する。 

 ○現本庁舎は建設後 40年以上経過しており、耐震壁の増設等は庁舎の更な

る狭隘化をもたらし、多額な改修費用に見合った効果（使用期間の延長）

も見込めない。（財務省/減価償却資産の耐用年数等に関する省令 RC造事

務所用等 50年） 

耐震改修の検討と評価 
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 ○建物の強度不足により、エレベーターの設置やトイレの改修など、ユニ

バーサルデザインへの対応が困難である。 

○執務継続下での改修は現実的には困難であり、住民サービスの低下や執

務環境の悪化が想定される。 

 

④維持管理経費の増大 

建物は全体に老朽化しており、必要に応じて修繕を随時行っています

が、給排水設備、暖房設備などは機能低下が著しく、更新が必要な状況

にあります。また、給排水・空調関係・電気設備などの維持管理経費が

増大しています。 

 

⑤ユニバーサルデザインに関する問題 

庁舎は、不特定多数の人々が利用する公共の建物であり、様々な方が

利用しやすいように、ユニバーサルデザインに対応する必要があります。 

しかし、現庁舎にはエレベーターがなく、また、多目的トイレなどが

設置されていない箇所もあり、市民にとっての安全性と利便性への配慮

が不十分な状態となっております。 

現庁舎のユニバーサルデザインへの対応状況をまとめると、以下の表

のようになっています。 

ユニバーサルデザインへの対応状況 

庁舎名 本庁舎 第 2庁舎 第 2 庁舎増築部 第 3庁舎 第 3 庁舎増築部 借上庁舎 

敷地内通路（一定の幅員、傾斜があ

る場合はスロープの設置） △ △ △ × △ － 

エレベーター（障がい者、高齢者に

配慮したエレベーターの設置） × － × × × × 

障がい者トイレ（車いす使用者トイ

レの設置等） × × △ － △ × 

オストメイト × × △ × △ × 

点字 × × × × × × 

車いす使用者用駐車場（車いす等使

用者用駐車施設の設置、通路の確保） ○ × × × ○ × 

出入口幅（一定の幅、円滑に開閉で

きる戸の構造） △ △ △ × ○ × 

廊下幅（一定の幅、高低差がある場

合はスロープの設置） △ △ △ × △ △ 

階段（手すりの設置、注意喚起用床

材の敷設） △ － △ △ △ △ 

※ ○：対応あり △：対応はあるが不十分  ×：対応なし  －：対象外 
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   ⑥情報化への対応 

現在、第 2庁舎にあるサーバー室は、自家発電装置が未設置です。地

震時には断線によるサーバー室への電力供給停止や分庁舎間の電力線

の断線、空調設備の落下・変形の恐れ等があります。また、建物の老朽

化や狭隘に伴う情報機器の安全管理やセキュリティに問題が生じる可

能性があります。 

 

⑦防災、危機管理対応の困難性 

現庁舎は、自家発電装置や危機対策用のスペースもなく、耐震性や狭

隘、防災情報機器の分散等により危機管理の集中体制がとれないことか

ら、災害時における防災拠点としての役割を十分果たせない状態にあり

ます。 

 

   ⑧執務環境の悪化 

老朽化による庁舎の断熱効果の低下と暖房設備の能力低下により、事

務室内に寒暖差が生じています。また、増設による照度の不足や狭隘化

による慢性的な会議室の不足、電子機器の適切な配置に弊害が生じてい

ることや、部課の配置が分散化しているため業務のつながりを欠き業務

効率も低下しています。 

騒音・振動についても建物外部からの影響を受けやすく、職員の執務

環境が悪化しています。 
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１－３ これまでの経緯 

 

 新庁舎の建設計画は、昭和 52年 3月の定例議会で庁舎建設基金条例を制定す

るとともに、庁舎建設特別委員会が設置され、新庁舎建設に向けて検討を開始

しました。しかしながら、その後の市民ニーズや緊急的に対応すべき事案、財

政環境などにより、検討を一時中断しましたが、庁舎の老朽化の進行や耐震診

断調査などの結果をもとに、市内部にプロジェクトチームを設置して検討を再

開し、平成 23年度には「新庁舎建設基本構想」を策定しました。 

これまでの主な検討の経緯は以下のとおりです。 

 

表 1-3-1 新庁舎建設のこれまでの検討経緯 

年 度 取 組 内 容 

昭和 51年度 庁舎建設基金条例を制定し、庁舎建設特別委員会を設置 

平成 7年度 公共施設全般の整備を検討する「広島町公共施設整備プロジェクトチー

ム」において庁舎の基本的な考え方や機能、規模などをまとめる。 

平成 8年度 本庁舎の耐震診断調査を実施 

平成 10年度 「庁舎建設プロジェクトチーム」を設置し、建設位置、財源見通し、庁舎

機能等を検討 

平成 12年度 「庁舎建設プロジェクトチーム」が「新庁舎建設位置に係る報告書」をま

とめる。 

平成 18 

～19 年度 
総務課ワーキンググループが庁舎面積、事業費、財源、建設位置等を検討 

平成 20年度 「新庁舎建設庁内検討委員会」を設置し、「新庁舎建設の検討結果報告書」

をまとめる。 

平成 21年度 「新庁舎建設の検討結果報告書」についてのパブリックコメントを実施 

平成 23年度 「新庁舎建設基本構想」策定 

平成 24年度 市議会に「新庁舎建設調査特別委員会」が設置される。 
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１－４ 基本計画の位置付け 

 

本基本計画では、基本構想で示された新庁舎建設の方針や考え方等を具体化

するため、建設位置や建設規模、導入する機能、事業費、事業手法など、基本

設計に向けた諸条件の整理、検討を行います。 

 

図 1-4-1 基本計画の位置づけ 

 北 広 島 市 総 合 計 画（第 5次） 
 

第６章 計画の実現に向けて ― 第４節 行財政運営・行革の推進 

「現状と課題」 ：市民サービスの向上とさらなる行政事務の効率化のため、ま

た、現庁舎の耐震性からも新庁舎の整備に向けた総合的な検

討が必要となっています。 

「基本的方向」 ：市民に親しまれ、安全で利用しやすい、景観や環境に配慮し

た新庁舎の整備に取り組みます。 

「新庁舎の整備」：市民に親しまれ、安全で利用しやすい市役所庁舎をめざして、

景観や環境に配慮しながら、将来の行政需要の変化にも対応

可能な新庁舎を整備します。 

 

基本構想 

（H24.3 策定） 

新庁舎の目指すべき姿とそれを達成するための方向性を

示すものとしてまとめました。 

基本計画 
基本構想を受け、庁舎機能の具体的な考え方や諸条件を

整理し、設計の指針となるものとしてまとめます。 

基本設計 
基本計画などで示された設計条件を整理し、建物の配置、

平面や空間の構成、機能やデザインなどをまとめます。 

実施設計 
基本設計に基づき、建設工事に必要な実施設計図を作成

します。 

反映 

具現化 
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１－５ 基本構想の概要 

 

基本構想においては、5 つの基本的な考え方を定め、新庁舎に導入する機能、

新庁舎の規模、位置、既存庁舎の利活用、事業費とスケジュール等について基

本的な方向性を示しています。 

 

表 1-5-1 基本構想の概要 

○基本的な考え方 

（１）市民が親しみ、利用しやすい庁舎 

（２）社会情勢の変化に対応できる、長寿命で柔軟性の高い庁舎 

（３）市民の安心・安全な暮らしを支える拠点となる庁舎 

（４）省エネルギー対策、環境に配慮した経済性に優れた庁舎 

（５）保健センター機能を併せもつ庁舎 

 

○新庁舎に導入する機能 

（１）窓口機能（窓口、待合空間、総合案内など） 

（２）事務機能（執務空間、打合せ空間、会議室、書庫など） 

（３）議会機能（本会議場、議会関連空間） 

（４）保健センター機能（保健指導、健康増進指導、検診部門など） 

（５）防災機能（災害対策本部、災害時対応用の空間など） 

（６）市民機能（ロビー、情報公開コーナーなど） 

（７）その他の機能（駐車場、駐輪場など） 

 

○新庁舎の規模 

（１）将来の人口 

北広島市総合計画（第 5次）における指標では、本市の将来人口は 2015

年（平成 27年）で 61,150 人、2020 年（平成 32年）では 61,500 人を目

標値としています。 

 

（２）職員数 

新庁舎における役職別職員数は、業務の多様化や権限移譲が進む中、

現状における部、課の統廃合はほぼ限度にきていることから、管理職級

は平成 24 年度の予定数で将来にわたり推移すると想定し、主査職につ

いては現状から約 1 割減を想定し、次のとおり、408 名として想定して

います。 
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・想定正規職員数              469 人 

・新庁舎に入る部署以外の正規職員数    約 164 人 

・新庁舎に入る部署の正規職員数      約 305 人（特別職除く） 

・新庁舎に入る部署の臨時、非常勤職員等数 約 100 人 

・特別職                    3 人 

                 合計  約 408 人 

 

（３）庁舎の規模 

 新庁舎における職員数を 408 人としたうえで、庁舎規模を算出する一

般的な方法として用いられる総務省「地方債事業費算定基準」で 2パタ

ーン、国土交通省「新営一般庁舎面積算定基準」、さらに第 3 庁舎 3 階

フロアをモデルにした方法の4パターンについて面積の算定を行ってい

ます。 

 面積の算出の結果、延床面積は 8,820 ㎡～10,599 ㎡、職員 1人当たり

の換算面積では 21.6 ㎡～26 ㎡となり、さらなる省スペース化を進める

ことで規模の縮小を図り、職員 1 人当たりの換算面積を 20 ㎡程度、庁

舎の面積を 8,000 ㎡程度と設定しています。 

 また、建設コスト抑制のため比較的新しい第 3庁舎増築部（1,500 ㎡）

を残して活用することとし、さらに保健センター（1,000 ㎡）を加え、

新築する庁舎の面積を 7,500 ㎡と想定しています。 

 

（４）駐車場・駐輪場の規模 

一般及び公用車駐車場は約 200 台、駐輪場は 50 台分の確保を目標と

しています。 

 

○新庁舎の位置 

建設位置は、経済性のほか、他の公共機関やＪＲ駅などの周辺環境を総合

的に評価し、現在の庁舎敷地を適地としています。 

 

○既存庁舎の利活用 

新庁舎の建設面積を縮小することにより、建設費の抑制が可能となること

から、比較的新しい第 3 庁舎増築部分を引き続き活用していく方針としてい

ますが、さらなる検討も必要なことから、基本計画を策定する中で整理する

としています。 
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○事業費とスケジュール 

総事業費は、基本計画を策定する中で、庁舎に必要な機能や規模を具体的

に検討しながら、積算していくこととしています。 

また、直営方式、ＰＦＩ方式、リース方式などの事業手法やコンペ方式、

プロポーザル方式などの選定方法についても、基本計画策定の中で検討する

としています。 

 

○その他の項目 

その他の検討項目としては、市民参加のあり方、中央会館の取扱い、南側

のり面の保護対策、非常時の幹線道路へのアクセス等が挙げられています。 
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第２章 新庁舎の役割と基本方針  

２－１ 新庁舎の役割 

 

（１）新庁舎の役割 

新庁舎は、行政機能の中核施設として、市民にとって親しみやすく利用し

やすい施設であり、職員にとっては効率的に事務処理を行える施設であるこ

とが求められます。 

また、長期的な展望に立って、その時代の社会的な課題や多様化する行政

需要の変化に柔軟に対応し、災害時には情報収集や復旧・復興活動の拠点と

して市民の安心、安全な暮らしを支える役割を担います。 

 さらに、省エネルギー対策等により環境へ配慮するとともに、市の顔とな

る施設として、まちづくりに果たす役割が期待されます。 

 

（２）保健センター機能の必要性と役割 

市民の健康づくりに関する意識の高揚により、健康相談、各種健診など様々

な保健サービスが受けられ、健康についての情報交換や交流ができる場が求

められています。 

市民が心身ともにいきいきとした生活を送られるよう、生涯を通じた健康

づくりを支援するため、各地区での保健事業を維持しながら、保健サービス

の中心的な役割を担う施設として保健センター機能を整備していく必要があ

ります。 

 

（３）地域子育て支援センター機能の必要性と役割 

地域子育て支援センター「あいあい」は、一人で子育ての悩みを抱えずに、

親子が気軽に集い、交流や相談ができるよう支援を行うため、平成 22年 5月

から民間の施設を借り受けて市が直接運営しています。 

子育てを行う世代を取り巻く環境は、核家族化や地域のつながりの希薄化

等の進行によって、子育てが孤立化し、家族や地域の中で子育ての知恵や経

験を得ることが難しくなっており、周囲の手助けも求め難い状況となってい

ます。 

また、子どもが多様な大人や子どもと接する機会も少なくなっていること

から、今後も地域子育て支援拠点としてセンター機能の充実、施設規模の拡

大や親子の育ちを支援する世代間交流の場の提供を行っていく必要がありま

す。 
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（４）中央会館機能の必要性と役割 

中央会館は、本庁舎の建設時期と同じく昭和 43年に建設され、老朽化が著

しく、また耐震診断においても強度不足が指摘されており、基本構想では取

り壊しを前提としています。 

中央会館は、建設当初、市役所周辺に町内会会館がなかったことから、庁

舎の建設にあわせて建てられましたが、その後、中央公民館や芸術文化ホー

ルの補完的な役割を担うことが多くなり、市役所周辺の市民に限らず、多く

の市民が利用する多目的施設としての要素が大きくなっています。現在はサ

ークル活動や会議、研修など年間約 16,000 人が利用する市民活動に欠かせな

い施設となっており、また、交通アクセスの利便性も高いことから、引き続

き現中央会館が有する機能（以下、「中央会館機能」と表記します。）を維持

していく必要があります。 

 

 

２－２ 新庁舎の機能の集約化 

 

 新庁舎の建設にあたっては、保健センター機能、地域子育て支援センター機

能と中央会館機能を庁舎に組み込み集約化することで、市民交流ゾーンや共有

空間を一元化でき、市民の利用が容易になるとともに、市民レベルでの交流の

広がりや活動の活発化につなげることができます。 

また、集約化することで、建設規模の縮小、建設経費やランニングコストの

縮減につながるばかりでなく、敷地の有効利用の面でもメリットがあります。 

新庁舎の整備にあたっては、これらの利点を踏まえて、保健センター機能、

地域子育て支援センター機能、中央会館機能を新庁舎に集約させるものとしま

す。 

図 2-2-1 施設の集約化のメリット 

 

 

市市役役所所  

地地域域子子育育てて支支援援  

セセンンタターー機機能能  

保保健健セセンンタターー  

機機能能  

中中央央会会館館  

機機能能  

■空間の共有 

 

・休憩スペース 

・市民交流スペース 

 

『市民レベルでの交流の広がり』 

 

・エレベーター、階段、トイレ等 

・駐車場 

 

『設備の共有による建設規模の縮小』 
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２－３ 新庁舎建設の基本的な考え方 

 

新庁舎の整備にあたっては、これまでの新庁舎建設をめぐる検討結果や基本

構想を踏まえ、より良い市民サービスの提供、効率的な行政運営等を目指しま

す。 

図 2-3-1 新庁舎建設の基本的な考え方（2-2）と具体的な考え方（2-3） 

 

 

 

 

 

（１） 

市民が親しみ、利用しやすい庁舎 

① 市民ニーズに対応できる利用しやすい庁舎 

② 誰もが利用しやすい、ひとにやさしい庁舎 

③ 情報発信機能を持つ庁舎 

（２） 

社会情勢の変化に対応できる、 

長寿命で柔軟性の高い庁舎 

① フレキシブルに対応できる庁舎 

② 維持管理しやすく長く愛される庁舎 

③ 高度情報化に対応する庁舎 

（３） 

市民の安心・安全な暮らしを 

支える拠点となる庁舎 

① 防災拠点としての庁舎 

② 安全性の高い庁舎 

③ セキュリティが確保された庁舎 

（４） 

省エネルギー対策、環境に配慮した庁舎 

① 環境に対する配慮がなされた庁舎 

② 自然エネルギーを有効利用する庁舎 

③ みどり豊かなまち並みの形成に資する庁舎 

（５） 

市民の交流が広がる庁舎 

① 保健センター機能 

保健サービスを提供し、市民の健康づくり 

を支援する場となる庁舎 

② 地域子育て支援センター機能 

子育て中の親子が気軽に集い、交流や育児に 

関する相談・援助ができる場となる庁舎 

③中央会館機能 

市民の活動、交流の場となる庁舎 

 

新庁舎建設基本計画 

基本的な考え方 具体的な考え方 
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２－４ 新庁舎建設の具体的な考え方 

 

 ２－３新庁舎建設の基本的な考え方に基づき、以下のとおり具体的な考え方

を整理します。 

（１）市民が親しみ、利用しやすい庁舎 

①市民ニーズに対応できる利用しやすい庁舎・・・（Ｐ27、31） 

・来庁者にとって利用しやすく、分かりやすい庁舎とします。 

②誰もが利用しやすい、ひとにやさしい庁舎・・・（Ｐ36） 

・全ての人が安全で円滑に利用できる庁舎とします。 

③情報発信機能を持つ庁舎・・・（Ｐ31） 

・市民が気軽に行政情報を得ることができ、また、まちの魅力を市内外に発

信できる庁舎とします。 

 

（２）社会情勢の変化に対応できる、長寿命で柔軟性の高い庁舎 

①フレキシブルに対応できる庁舎・・・（Ｐ28、31） 

・市民のニーズや時代の変化に柔軟に対応でき、長く使い続けられる庁舎と

します。 

②維持管理しやすく長く愛される庁舎・・・（Ｐ41） 

・建築・設備の更新、改修が容易であり、維持管理やコストの面からも合理

性を持った庁舎とします。 

③高度情報化に対応する庁舎・・・（Ｐ39） 

・電子自治体の実現と将来の技術革新に対応できる庁舎とします。 

 

（３）市民の安心・安全な暮らしを支える拠点となる庁舎 

①防災拠点としての庁舎・・・（Ｐ30、37） 

・災害発生時に関係機関と連携をとりながら、防災拠点として市民の安全を

守る庁舎とします。 

・被災情報の収集や応急・救護活動など、迅速な対応がとれる庁舎とします。 

②安全性の高い庁舎・・・（Ｐ37） 

・安全性・耐久性と高度な機能を確保する庁舎とします。 

③セキュリティが確保された庁舎・・・（Ｐ25、27、28、39） 

・セキュリティ対策と個人情報の保護対策が確保された庁舎とします。 
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（４）省エネルギー対策、環境に配慮した庁舎 

①環境に対する配慮がなされた庁舎・・・（Ｐ39） 

・地球温暖化防止などに資するため、国土交通省が策定した「環境配慮型官

庁施設（グリーン庁舎）計画指針」を踏まえ、環境負荷の低減に配慮する

庁舎とします。 

②自然エネルギーを有効利用する庁舎・・・（Ｐ39） 

・太陽光発電などの自然エネルギー等を有効利用し、省エネルギー・省資源

に配慮する庁舎とします。 

③みどり豊かなまち並みの形成に資する庁舎・・・（Ｐ35） 

・敷地内の緑化や庁舎周辺の環境、まち並みに配慮する潤いと親しみのある

庁舎とします。 

 

（５）市民の交流が広がる庁舎 

①保健センター機能・・・（Ｐ32） 

・保健サービスを提供し、市民の健康づくりを支援する場となる庁舎としま

す。 

②地域子育て支援センター機能・・・（Ｐ32） 

・子育て中の親子が気軽に集い、交流や育児に関する相談・援助ができる場

となる庁舎とします。 

③中央会館機能・・・（Ｐ32） 

・市民の活動、交流の場となる庁舎とします。 
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第３章 建設計画に関する考え方 

３－１ 新庁舎の建設位置 

 

（１）これまでの経緯・議論 

 新庁舎の建設位置については、庁内検討委員会が平成 21年 3月にまとめた

「新庁舎の検討結果報告書」の中で、ＪＲ北広島駅周辺から輪厚川付近まで

のＪＲ千歳線を挟む一体の市街地部が最もふさわしいエリアであると判断し、

4つの候補地（①現庁舎敷地、②総合体育館横イベント広場、③東部小学校敷

地、④芸術文化ホール横民有地）の比較検討を行いました。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検討の結果、現在使用している分、庁舎の一部を継続して活用できるなどの

経済的な利点のほか、歴史的な背景、他の公共施設との位置関係、交通の利便

性など、総合的な見地から評価し、現庁舎敷地が適地であるとしました。 

また、基本構想では、平成 21 年度に実施したパブリックコメントに寄せら

れた意見も踏まえ、建設位置を現庁舎敷地とし、配置計画などの検討を進める

こととしました。  

図 3-1-1 ４つの建設候補地の位置 

ＪＲ千歳線 

北広島駅 

道道江別恵庭線 

道道栗山北広島線 

①現庁舎敷地 

②総合体育館横

イベント広場 

③東部小学校敷地 

④芸術文化ホ

ール横民有地 

Ｎ 
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（２）計画地の概要 

①敷地の概要と周辺の整理 

 計画地である現庁舎敷地は、敷地の東側及び北側でそれぞれ道道江別恵庭線、

道道栗山北広島線に接し、周辺は中小の商業施設の立地集積があり、概ね商業・

業務系の土地利用地域となっています。また、ＪＲ北広島駅からエルフィンロ

ードを介したルートや、バス停留所から比較的近くアクセスが容易な場所とな

っています。 

 現状では、道道栗山北広島線からの出入口と庁舎との間に高低差があり、ス

ムーズにアクセスする上での工夫が必要です。また、南側の廣島神社との境界

線沿いに高低差があり、法面保護に配慮する必要があります。 

加えて、周辺地域の活性化など、まちづくりの観点から、庁舎敷地に隣接す

る民有地の取得の必要性について引き続き検討する必要があります。 

 

図 3-1-2 新庁舎の建設位置 
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②計画地の法的条件の整理 

新庁舎の建設敷地には、以下のような法的条件があります。 

 

表 3-1-1 計画地の概要 

所在地 
北海道北広島市中央 4丁目 

2番 1～7、2番 9、2番 11 

敷地面積 15,527.60 ㎡ 

用途地域 商業地域 

建ぺい率 80% 

容積率 400% 

防火地域 準防火地域 

日影規制 なし 

斜線制限 道路斜線 20ｍ ＋ 1：1.5 

隣地斜線 31ｍ ＋ 1：2.5 

前面道路 北側 25ｍ 道道栗山北広島線 

東側 22ｍ 道道江別恵庭線 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｎ 

計画地：商業地域 

容積率：４００％ 

建ぺい率：８０％ 
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３－２ 新庁舎の建設規模 

 

（１）新庁舎の規模 

新庁舎は今後長期間にわたって使用していく公共施設であり、また、市のシ

ンボル性を有するとともに、防災拠点や市民交流の機能などを担わなければな

らない市民や市にとって大切な施設です。 

このことから、庁舎にどのような機能を持たせるかは重要なポイントであり、

それは庁舎の規模にも影響を与えるものでもあります。 

基本構想では、総務省「地方債事業費算定基準」など 4 パターンに基づき建

設面積の算定を行いましたが、基本計画では、さらに庁舎に導入する機能の面

からも検証を行うとともに、行政規模が同程度の市庁舎の事例も参考としなが

ら、新庁舎に必要な建設規模を検討しました。 

①地域子育て支援センター機能、中央会館機能の新庁舎への集約化 

基本構想では、地域子育て支援センターと中央会館の取扱いについて明確

にしていませんでしたが、本計画の「第２章 新庁舎の役割と基本方針」で

地域子育て支援センターと中央会館の必要性や役割について検証し、建設経

費や敷地の有効利用の面などから、新庁舎に地域子育て支援センター、中央

会館の機能を組込み、集約化することとします。 

 

②市民機能スペースの充実 

本市と行政規模が同程度の市庁舎の事例を検証すると、ロビー、窓口をは

じめ、授乳室、キッズスペース、売店などの市民利便施設などのスペースの

充実が、市民のサービス満足度につながっている傾向があることから、新庁

舎建設にあたっては市民機能スペースの拡充を図ることとします。 

 

③第３庁舎増築部分の活用 

基本構想では第 3 庁舎増築部分について、市民サービスを行う執務スペー

スとしての活用を図ることとしていましたが、さらに検証を行ったところ、

ユニバーサルデザインに対応するためのエレベーターの設置やトイレの改修

など大規模な改修が必要であり、その費用が多額になることから、費用対効

果が低いものと判断しました。このため、当初第 3 庁舎で考えていた執務ス

ペース分を新庁舎に加えることとします。 

なお、第 3 庁舎増築部分については、現在、青葉浄水場、フレンドリーセ

ンター、水道管理センター、下水処理センターなどに分散している書庫・倉

庫機能や事務機室、ロッカー室、職員休憩室など、改修費用を最小限に抑え

ることができる、市民と直接関わりのない用途に使用することを基本に検討

します。 

以上の増加要素を踏まえ、新庁舎の建設規模を 9,000 ㎡から 10,000 ㎡とし

ます。 
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表 3-2-1 他市の庁舎規模（行政規模が同程度の事例） 

市名 建設年度 人口 庁舎の職員数 延床面積（㎡） 

北海道石狩市 H 5 年度 60,545 人 400 人 10,000 ㎡ 

東京都福生市 H20 年度 59,164 人 388 人 10,228 ㎡ 

愛知県みよし市 H24 年度 58,910 人 404 人 10,165 ㎡ 

和歌山県紀の川市 H24 年度 67,192 人 412 人 13,455 ㎡ 

〈注〉延床面積には保健センター等市役所以外の施設を含んでいません。 

 

（２）その他の施設の規模 

①駐車場 

現在、来庁者用として約 100 台分、公用車用として約 50台分の駐車スペ

ースがあります。 

駐車場の整備台数は、現庁舎における駐車場利用の現状と、新庁舎に保

健センター機能などが加わることで利用者が増えることを考慮し、来庁者

用と公用車用を合わせて 200 台程度を必要駐車台数の目標とします。 

 

②駐輪場 

駐輪場は、車両動線と極力交錯しない安全な動線とし、エルフィンロー

ドからの利用にも配慮します。 

 

図 3-2-1 新庁舎における施設要素 

 

 

 

 

 

 

 

 

    9,000～10,000 ㎡       1,500㎡          200 台程度 

 

 

 

市役所 

中央会館 

機能 

保健センター 

機能 
地域子育て支援 

センター機能 



第３章 建設計画に関する考え方 

 

 

  
25 

 

  

３－３ 施設計画 
 

（１）施設配置計画の検討 

  新庁舎の建設にあたっては、現庁舎敷地の中でできる限り現在の庁舎機能

を維持させながら整備する計画とします。 

施設配置については、様々なケースを検討してきましたが、具体的な配置計

画については次の点を考慮して今後の基本設計の中で行っていくこととしま

す。 

施設配置計画にあたって考慮すべき事項 

 ・現在の庁舎機能を極力維持させながら新庁舎の建設を進めます。 

・庁舎機能や駐車場などの施設機能が効率的な施設配置計画とします。 

 ・敷地の高低差を考慮した効率的で機能的なグランドデザインとします。 

 ・第 3庁舎増築部分を残した配置計画とします。 

  

（２）諸室整備計画 

①施設管理の考え方 

保健センター機能、地域子育て支援センター機能と中央会館機能のスペー

スは、多くの市民が利用することに配慮するとともに、市役所の執務時間と

異なることから、セキュリティ管理等にも考慮した整備計画とします。 

②部署配置と階構成の考え方 

現在の部署配置や機能を踏まえ、業務の連携を考慮した配置を検討します。 

また、市民の利用に供する施設は、執務時間外の利用に対応できるようセ

キュリティの確保などを考慮に入れた整備計画とします。 

表 3-3-1 配置の基本的な考え方 

 【高層階】 

・議会機能：議会の独立性を保った上で、市民の利便性

やセキュリティの確保を考慮して配置 

・日常的な窓口機能を有しない部署を中心とした執務室 

 

【中層階】 

・行政機能や防災機能を担う部署 

・重要な情報通信機能や非常用設備等 

 

【低層階】 

・窓口機能を中心に市民の利用頻度の高い部署 

・交流スペース、情報発信スペース等市民利用に係る施

設 

・税の申告相談や期日前投票などにも利用できる多目的

会議室の設置を検討 

・保健センター機能、地域子育て支援センター機能、中

央会館機能 

共通事項 

・セキュリティの確保や動線分離の観点などから、市民

の利用空間と執務空間を区分した配置 

・エレベーター及び階段の配置への配慮 
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③近接が望ましい部署の考え方 

来庁者の利用が多い窓口関係部署は、低層階にまとめた配置に配慮します。 

表 3-3-2 窓口関係（平成 25年度の組織より記載） 

部署名 課 名 

総務部 税務課 

市民環境部 市民課 

環境課 

保健福祉部 福祉課 

高齢者支援課 

国保医療課 

児童家庭課 

健康推進課 

会計室 会計課 

 

 

窓口関係以外の部署は、概ね部、局等ごとにまとまった配置に配慮します。 

 

表 3-3-3 窓口関係以外の部署（平成 25年度の組織より記載） 

部・局 課 名 部・局 課 名 

企画財政部 政策調整課 経済部 

農業委員会事務局 

企業立地推進室 

農政課 

行政推進課 農業委員会 

財政課 商業労働課 

都市計画課 工業振興課 

総務部 総務課 水道部 業務課 

職員課 水道施設課 

情報推進課 下水道課 

秘書課 教育委員会事務局 教育総務課 

危機管理課 学校教育課 

庁舎建設推進課 教育施策推進課 

建設部 庶務課 青少年課 

都市整備課 社会教育課 

建築課 会計室 契約課 

議会事務局 議会事務局 監査委員事務局 監査委員事務局 
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（３）新庁舎の機能 

新庁舎の機能については、基本構想における「３新庁舎に導入する機能」

に基づき検討します。 

 

①窓口機能 

窓口部門は市民利用が最も多く、特に動線や案内標示、ユニバーサルデザイ

ン等に配慮し、高齢者や障がい者をはじめ、誰でも利用しやすい空間とします。 

また、近年の行政サービスの専門化や細分化、市民ニーズの多様化に伴い、

総合窓口方式※1（ワンストップサービス）では十分なサービスの提供が難しくな

ってきていることから、関連した手続きを同一フロアで行う集合窓口方式※2 の

採用が多くなってきています。 

このことから、今後も引き続き窓口の方式について検討を行っていきます。 
※1 １つの窓口で複合業務を行う窓口 
※2 業務関連の有無及び来庁者の多い部署を 1箇所に固めた窓口 

 

 
窓口方式を検討するにあたって考慮すべき事項 

 

・窓口をできる限り低層階に集中させ、来庁者の利便性に配慮します。 

・来庁者が迷わずスムーズに相談・手続きができるよう、総合案内窓口の設 

置や案内標示について検討します。 

 ・来庁者の利便性向上やプライバシー保護、窓口事務の正確性の向上のため 

窓口呼び出しシステムの導入について検討します。 

 ・プライバシーに配慮した空間構成とします。 

 ・様々な相談にも対応できる個室型の相談室の設置も併せて検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 写真 3-3-1 庄原市役所 窓口 写真 3-3-2 窓口呼び出しシステムの例 



第３章 建設計画に関する考え方 

 

 

  
28 

 

  

②事務機能 

執務室・会議室は、動線を考慮し、関係部署同士の連携が容易となるよう

配慮します。 

 

ア）執務室 

・職員からも来庁者の姿が確認できる開放的な執務空間に配慮します。 

・情報管理や防犯対策などセキュリティに配慮します。 

・障がいを持つ職員が執務することも想定したスペースを確保します。 

・十分な階高や天井高を確保し、今後の組織改編や高度情報化社会の進

展、事務システムの変化に適応できる柔軟な空間の構成に配慮します。 

 

イ）会議室・打合せスペース 

・様々な人数や用途にも対応可能な会議室、打合せスペースとします。 

・情報通信機器の利用に柔軟に対応できる電源や配線とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         利用目的           場所の形状    配慮すべき点 

写真 3-3-3 庄原市役所 執務室 写真 3-3-4 岩国市役所 打合せスペース 

図 3-3-1 会議スペースの考え方 

会議室 

 

・小会議室 

・中会議室 

・大会議室 

・高齢者や障がい

者への配慮 

・平日、休日、昼間、

夜間など開催日時

に配慮 

 

・窓口や執務室か

らフレキシブル

な利用に配慮 

打合せブース 

会議スペース 

課、部、部外を交え

た打合わせ、調整 

日常的な調整、簡単

な打合せ 

○市民を交えた会議、委員会等 

○税申告、選挙等事務 

○職員研修 

○業務に関

す る 打 合

せ、調整等 
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③議会機能 

1 つのフロアに集約し、議会の独立性を保ちつつ、市民に開かれた施設計画

を行います。 

 

・議場や委員会室などの議会関連施設は、その他の部署とは明確なゾーニン 

グを行い、議会の独立性を明示するとともに、本会議や委員会の傍聴機能 

の充実を図り、市民に開かれた議会を目指します。 

 

・議会開会中に限らず、日頃から市民が気軽に訪れることのできる開放的で 

親しみやすい設備・構造となるよう計画します。 

 

・議会関連施設への動線に配慮し、誰もが見やすく、聴きやすく、出入りし 

やすい傍聴席となるよう配慮します。 

 

・本会議のモニター中継やインターネット配信など、情報発信環境の整備に 

ついて検討します。 

 

 

写真 3-3-5 青梅市役所 議場 写真 3-3-6 青梅市役所 議会委員会室 
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④防災機能 

新庁舎は災害時には庁舎内に災害対策本部を設置し、情報の迅速な収集・

把握、関係機関との連絡調整、救援活動や復旧活動の指揮を行う危機管理の

拠点となります。具体的な計画については、本計画「第３章３－３（８）防

災計画」に記載します。（P37） 

 

ア）危機管理、災害復旧の拠点としての庁舎 

・耐震性、防火性など、庁舎自体の安全性を確保するとともに、災害時

の危機管理、災害復旧の拠点として、被災情報を的確に把握し、地域

の防災組織や関係機関と連携し、迅速な対応、対策がとれる施設整備

を検討します。 

・停電や断水などに対するバックアップが図られるよう配慮します。 

 

イ）災害対策室 

・災害警戒時及び災害発生時において、災害対策本部の開設に対応でき

る会議室を整備し、情報の収集と発信、対応策の指揮、伝達等に必要

な設備を整備します。 

・情報収集、指令発信機能は、情報管理の面から十分なセキュリティの

確保に配慮します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 3-3-7 青梅市役所 災害対策本部室 

災害対策本部 

○市内被災状況の確認、対応策の指揮 

伝達等 

○市内各地との情報共有等 

○警察、消防、病院等関連機関との情報 

共有 

○広報マスコミ対応 

災害対策本部の設置 

 
図 3-3-2 災害対策本部の機能 
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⑤市民機能 

交流スペースや情報発信スペースを設置し、来庁者の利便性の向上を図り

ます。 

 

ア）交流スペース 

・ コミュニケーションがとりやすく、市民と行政の一体感を生む場とな

るよう配慮するとともに、各窓口からもアクセスしやすい配置としま

す。 

・ 誰もが気軽に利用でき、市民が日常的に集い、憩える場として、明る

く開放的なしつらえとなるよう配慮します。 

・ 様々な利用形態に応じて柔軟に対応できるような空間構成、設備の整

備を検討します。 

・ 来庁者の利便施設（銀行、売店等）について検討します。 

・ 授乳室やキッズスペースの設置を検討します。 

 

イ）情報発信スペース 

・市民が気軽に行政情報を得られる情報コーナーの設置を検討します。 

・来庁者へまちの魅力、特徴などの情報を発信するコーナーの設置を

検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 3-3-8 青梅市役所 ロビー 写真 3-3-9 岩国市役所 市民ホール 

写真 3-3-10 庄原市役所 市民ホール外 写真 3-3-11 庄原市役所 市民ホール 
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⑥保健センター機能 

保健センターは、地域保健の実情にあわせた保健活動を行う施設として、

その機能を十分に果たせるよう配慮します。 

また、健康相談や診察等におけるプライバシーの確保をはじめ、栄養指導

や調理研修、乳児健診などにも対応できる機能を整備します。 

 

ア）行政機能 

・保健師等を配置し、保健活動における計画の立案や各種情報の発信・収集

を行う場として整備します。 

 

イ）直接サービス提供機能 

・健康増進や母子保健、成人保健や介護予防等の実践の場として、各種健診

や健康相談などの保健サービスを提供する諸室計画とします。 

 

ウ）住民活動支援機能 

・市民自らが行う健康づくりのための活動支援や活動の場の提供を検討しま

す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦地域子育て支援センター機能 

子育て中の親子が気軽に集い、相互交流や育児に関する相談・援助などが

できる場として、その機能を十分に果たすために必要な遊戯スペースや相談

スペースなどを整備します。 

 

⑧中央会館機能 

市役所周辺の市民に限らず、多くの市民が利用する多目的施設として、使

いやすく親しみやすい空間の整備を進めます。  

写真 3-3-12 高崎市こども検診センター 写真 3-3-13 石狩市保健センター 
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⑨その他の機能 

駐車場・駐輪場 

・一般車両用駐車スペース、車いす使用者・妊婦等駐車スペース、公用車駐車

スペース、駐輪場等を明確に区分し、安全で利便性の高い構成とします。 

・市民に親しみやすいオープンスペースなどの屋外空間、冬季期間の堆雪スペ

ース等を考慮し、公用車駐車スペースとして立体型駐車を検討します。 

 

ア）車路 

・敷地内での滞留を考慮した適切な長さの車路を設置します。 

・入出時の交錯等周辺交通や歩行者への影響に配慮します。 

イ）一般車両用駐車スペース 

・庁舎へのスムーズなアクセスが行えるよう、利用者の使いやすさに配

慮します。 

ウ）車いす使用者・妊婦等駐車スペース 

・庁舎にアプローチしやすい位置で、安全面にも考慮した配置とします。 

エ）公用車用駐車スペース 

・来庁者の歩行や一般車両等の通行に影響が少ない配置とします。 

オ）荷さばき駐車スペース 

・物品の納入、宅配のほか、ゴミ収集車等の大型車両にも対応できるス

ペースを確保します。 

カ）来庁者用駐輪場 

・自転車と自動二輪車及び原動機付自転車の分離等、安全性や動線に配

慮して設置します。 

キ）その他 

・災害時や緊急車両のアクセス、駐車スペースに配慮します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

写真 3-3-15 青梅市役所 駐輪場 写真 3-3-14 西尾市役所 駐車場 
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（４）第３庁舎増築部分の活用 

 第 3 庁舎増築部分については、ユニバーサルデザインに対応していないこ

とから、市民サービスを行う執務スペースとして使用するには、来庁者のた

めのエレベーターの設置やトイレの改修など大規模改修が必要となり、その

ための費用が膨大となります。 

このことから、第 3 庁舎増築部分については、改修費用を最小限に抑える

ことができる、書庫、倉庫、事務機室、ロッカー室、職員の休憩室など、市

民と直接関わりのない用途に使用することを基本に検討します。 

 

（５）動線計画 

①施設内の水平動線 

・関連性の強い部署同士を近接して配置するなど、市民にとって便利で分か

りやすい動線とします。 

・平日のほか、夜間や土・日曜日、祝日の利用も想定した動線とします。 

 

②施設内の垂直動線 

・来庁者の利便性や円滑な市役所機能を確保するため、エレベーターの台数

や配置に配慮します。 

 

③交通の動線 

ア）車の動線 

・駐車場の出入口は、道道栗山北広島線からのアクセスとし、周辺交通へ

の影響に配慮した動線とします。 

・一般車両と公用車両の駐車スペースを明確に分離し、分かりやすく安全

な移動動線とします。 

 

イ）歩行者・自転車の動線 

・庁舎への主要な出入口である道道栗山北広島線とエルフィンロードから

のアクセスに配慮した動線とします。 

・安全性に配慮し、車両動線と分離した動線とします。 
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（６）景観・緑化計画 

①景観計画 

ア）北広島の顔としての演出 

・新庁舎はシンボル性を有するとともに、道道やエルフィンロードからの

眺め、ＪＲ千歳線の車窓から見える風景も意識した景観とします。 

イ）周辺の街並みに配慮した景観 

・新庁舎は、華美な要素を排除するとともに、シンプルで機能的な建物と

し、周辺環境と調和した計画とします。 

・新庁舎の建物や広場、駐車場等の配置のバランスに留意し、快適な空間

づくりに配慮します。 

 

②緑化計画 

・北広島市の環境や街並みに合った植栽を計画します。 

・来庁者が四季を通じてくつろげる屋外空間の演出を計画します。 

・周辺の緑環境と調和した良好な景観の形成に配慮します。 

 

 

 

写真 3-3-17 サークルベンチイメージ 写真 3-3-16 芸術文化ホールの緑化景観 
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（７）バリアフリー・ユニバーサルデザイン計画 

誰もが利用しやすく快適な庁舎とするため、ユニバーサルデザインの理念に

基づいて整備を行います。（【資料１】参照） 

 

①空間計画 

・出入口、廊下、階段、エレベーター等の移動空間は、車いす利用者や、高

齢者、小さな子供等が安全に移動できるようバリアフリーに配慮します。 

・庁舎内のスムーズな移動に配慮し、エレベーターを適切に配置します。 

・敷地内は極力段差をなくし、誰もが安全に移動できるように整備します。 

・窓口には、利用者や目的に応じた高さのカウンターを設置します。 

 

②サイン計画 

・来庁者にとって分かりやすい案内表示方法、文字の色彩、大きさなど、見

やすく、分かりやすい案内表示を検討します。 

 

③トイレ計画 

･車いす利用者、オストメイト、オムツ換え対応等の

できる多機能トイレを設置します。 

 

図 3-3-6 高度なバリアフリー化へのイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

窓口業務の事務室

にも自動ドア 

まちなみに配慮し

た憩いの空間 

誰もが利用できる 

多機能トイレ 

出典：国土交通省ホームページより 

写真 3-3-18 多機能トイレ 
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（８）防災計画 

新庁舎は、災害時には庁舎内に災害対策本部を設置し、情報の迅速な収集・

把握、関係機関との連絡調整、救援活動や復旧活動の指揮を行う拠点となり

ます。災害対策本部がその機能を果たすために、建物自体が大規模な地震に

対して十分な耐震性を備えることや、機敏に的確な対応を行うための設備の

配置等について検討します。（【資料２】【資料３】参照） 

 

①地震対策について 

・本市に大きな被害をもたらす可能性のある地震として、石狩低地東縁断層

帯主部による地震や直下型の地震などが想定されています。 

このような規模の災害に備え、新庁舎の耐震性の確保や電気、水道等、活

動する上で重要な設備性能の確保について考慮する必要があります。 

 

②耐震性の目標について 

・新庁舎は、国土交通省の「官庁施設の総合耐震・対津波計画基準」に基づく

「災害応急対策活動に必要な官庁施設のうち特に重要な官庁施設」と同程

度の耐震性能を確保します。 

 

③耐震形式の選定について 

・構造体の耐震性能は官庁施設の総合耐震・対津波計画基準におけるⅠ類を

基本と位置づけ、人命の安全確保はもとより、大地震後の構造体補修を最

小限とするほか、施設の機能が維持されることを構造計画上の目標としま

す。 

・耐震形式は、基本設計段階で敷地地盤の特性や建物の構造形式などを踏ま

えた検討を行い、所要の耐震性能の確保を図ります。 

 

④その他の対策（災害時の各種機能維持） 

・ 「官庁施設の総合耐震・対津波計画基準」に基づき、建築非構造部材や建築設

備についても、人命の安全確保と二次災害の防止が図られるものとします。また、

災害時における他の関係機関との連携や、災害対策拠点としての機能性、安全

性に十分配慮します。 

 

ア）電力の確保 

・電力供給に関する設備については、大地震動※1 後の不測の事態に備え、商

用電力の途絶対策として、商用電源引き込み系統の多重化の検討、非常用

発電設備の設置並びに電源車の要請に伴う諸条件の整備等に配慮し信頼性

の向上を図ります。 
※1 大地震動とは、庁舎敷地において想定される最大級の地震動（震度 6強～7）をいう。  
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・自家発電設備を設置する場合の容量、連続運転可能時間、燃料備蓄容量な

ど必要な電力設備については、「官庁施設に求められる耐震安全性の目標」

の建築設備の甲類に応じて決定します。 

 

イ）給排水の確保 

・大地震動後のライフラインの途絶に備え、庁舎の果たすべき機能に応じて

必要とされる相当期間分の飲料、雑用水や最低限の排水系統の確保を検討

します。 

・飲料水については、水質確保のために必要な措置を検討します。 

・給水系統は信頼性が高く、かつ、早期復旧が容易なシステムを検討します。 

・二次災害防止対策のほか、給排水システムの耐震性能の確保を検討します。 

 

ウ）空調機能の確保 

・大地震動後、ライフラインが途絶した場合、その復旧が見込まれるまでの

相当期間に必要な熱源用エネルギーの量の確保を検討します。 

・空調設備システムの耐震性能の確保に必要な措置に配慮します。 

 

エ）通信機能の確保 

・大地震動後の庁舎の活動に必要な情報の収集、伝達などの機能を確保する

ため、公衆通信網の途絶、ふくそう対策に配慮します。 

・通信・連絡網については、不測の事態に備え、通信手段の多重化を図りま

す。 

 

オ）防災・避難機能の確保 

・地震後の人命の安全の確保、防災・避難システムの耐震性能の確保に配慮

します。 
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（９）地球環境への配慮 

 新庁舎の建設にあたり、導入する機能や自然条件等を総合的に勘案し、環

境に与える負荷が少ない循環型社会システムの構築を目指します。 

また、建物の長寿命化に配慮しながら、自然エネルギーの活用や外部負荷

低減による省エネルギー化の推進、環境意識の向上、費用対効果を検証しな

がら本市に適した手法を導入します。（【資料４】参照） 

①グリーン庁舎 

・国土交通省が策定した「環境配慮型官庁施設（グリーン庁舎）計画指針」

に基づき、グリーン庁舎の実現を目指します。 

 

②建築物環境配慮制度（CASBEE） 

・建築物の環境品質、性能（長寿命化・設備の更新性等）、環境負荷（省エ

ネ、資源の再利用等）を総合的に評価する全国共通の「建築物環境配慮制

度（CASBEE）」に基づいた評価項目に配慮した施設とします。 

 

③設備の考え方 

・空調等の熱源の選定については、自然エネルギーの有効活用等環境負荷の

低減、空間ならびに諸室の構成、災害時の対応、諸室利用特性等を考慮し、

基本設計段階で具体的に検討します。 

 

（10）情報通信技術（ＩＣＴ）の高度化への対応 

①高度化への対応 

・行政サービスの向上、事務の効率化を推進するため、電子自治体の構築な

どに対応できる庁舎として整備します。 

・今後の情報通信技術（ＩＣＴ）の高度化や、それに伴う事務システムの変

化にも柔軟に対応できる設備を計画します。 

 

②セキュリティ対策 

・市民の情報を守り、信頼性の高いサービスを提供するため、高度なセキュ

リティ対策と個人情報の保護対策を確保します。 

・高度なセキュリティ対策及び耐震対策を講じた電算室を確保します。 

・システム保全が災害時においても万全に図られるよう配慮します。 

 

③バックアップ機能 

・不測の事態に備え、情報システムや電気設備等のバックアップ機能を整備

します。 
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第４章 事業費及び財源 

４－１ 事業費 

 

新庁舎の建設に当たり、事業費は重要な課題です。施設の構造や導入する機

能等によっても異なりますが、他市の事例を検証する中で、本市の事業費を想

定します。 

 

（１）他市における新庁舎の建設事業費について 

  近年の市庁舎建設事例のうち、本市と行政規模が同程度の市の事例では、

設計、建築、外構、解体を含めた事業費は、契約ベースで１㎡当たり約 342

千円から 402 千円となっています。この額は、設計ベースでは 10～15％程度

増える見込みであり、さらに北海道では、寒冷地のためこの単価が 3～4％増

えることが見込まれます。それらを考慮すると、１㎡当たりの単価は※1約 387

千円から 455 千円になります。また、その他の経費（備品、機器類の移設・

更新費、引越し費用、関連工事等）や、消費税の引き上げ分についても考慮

しておく必要があります。 

表 4-1-1 北広島市と行政規模が同程度の市の建設事業費
※2

 

市名 
建設

年度 
人口 

庁舎

の職

員数 

延床 

面積

（㎡） 

建設 

事業費 

（千円） 

㎡当たり 

契約単価 

（千円） 

㎡当たり設計

単価（北海道）

に換算（千円）
※1 

東京都福生市 H20 59,164 388 10,228 3,495,902 342 387 

広島県庄原市 H20 39,715 316 7,429 2,986,731 402 455 

和歌山県紀の川市 H24 67,192 412 13,455 4,889,598 363 411 
※1 ㎡当たり契約単価に設計ベース分換算分として10％、寒冷地換算分として３％を上乗せした

場合の額。 
※2 用地取得費、備品費、機器類の移設・更新費、引越し費用、関連工事等を除く。 

 
（２）本市の事業費について 

これらを参考に、新庁舎の建設規模を9,000㎡から10,000㎡と想定すると、

設計、建築、外構、解体を含めた事業費は約 35億円から 45億円と見込まれ、

さらに備品、機器類の移設・更新、引越し等を含めた全体の事業費は、今後

予定されている消費税の引き上げ（平成 26年 4 月から 8％、平成 27年 10 月

から 10％）も見込むと、約 40億円から 50億円と想定されます。 
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（３）事業費の低減 

市民に長く愛され、ニーズに応え続けられる新庁舎を実現させるためには、

建設段階の経済性だけではなく、管理、廃棄にいたるまで、建物のライフサ

イクル全体を見越した適切なコスト計画が必要です。 

①建設段階のコスト縮減 

・将来の老朽化にも対応できる、長寿命の庁舎が実現可能な建築構造や部材

などに配慮します。 

・維持管理しやすい建築材料や空間形状、更新・変更が容易な設備などを検

討します。 

 

②間接経費の抑制 

・新庁舎建設に伴う、移転、仮設庁舎等の間接的な経費を極力抑える施工計

画等とします。 

 

（４）維持管理経費の検討 

長期にわたる維持管理費は、新庁舎の建設にあたって大きな課題であるこ

とから、今後の設計段階において、省エネルギー対策やコスト削減の仕組み

についてさらに検討し、維持管理費の低減に努めるものとします。 

 

 

４－２ 財源 

 

 新庁舎建設に当たっては、その財源として地方債を活用し整備していきます

が、建設年次の一時負担や後年次の公債費負担の軽減を図るため、庁舎建設基

金（平成 24年度末現在高見込み：12 億 2千万円）も活用していきます。 

また、その他の財源確保のための方策として国庫補助金等の活用も引き続き

検討していきます。 

 

４－３ 将来負担への影響 

 

 当市の地方債は市制施行時の基盤整備のために多額の発行を行いましたが、

その後は抑制傾向で推移しており、また公債費も低金利により平準化が図られ

ています。今後、地方債の償還額は減少していく状況にありますが、庁舎建設

も含めた公共施設の整備に伴う新たな地方債の発行については、将来負担への

影響を十分考慮し計画的な公共施設整備を行うことで、安定した財政運営を図

っていきます。
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第５章 実現方策 

５－１ 事業手法 

 

（１）事業手法の検討 

新庁舎建設時に採用すべき事業手法については、民間活力の活用の可能性

をはじめ、検討過程における市民参加や地元事業者への配慮など、近年の動

向と事例を踏まえて幅広い視点から知見を収集し、反映すべき時代の潮流と

実現の可能性を踏まえ、総合的見地から検討を行いました。 

また、検討にあたっては、一般的に採用されている直営方式、ＰＦＩ方式、

リース方式について比較を行いました。 

 

表 5-1-1 直営（従来）方式、ＰＦＩ方式、リース方式について比較検討 

項目 直営（従来）方式 ＰＦＩ方式（BTO） リース方式 

概要 市が施設の設計・建設及び

維持管理・運営の各業務を

それぞれ委託・請負契約と

して別々の民間事業者に

発注する。 

民間事業者がＰＦＩ法に基

づき、全業務を一括して長

期契約を行う。（市は基本計

画、業務監視を行う。） 

民間事業者が資金調達・設

計・建設を行った施設を市

にリースし、投下資金回収

後、市に所有権を移転す

る。 

土地所有者 市 市 市 

建物所有者 市 施設完成後：市 リース期間中：民間 

リース期間後：市 

実施主体 市 民間 民間 

資金の調達 市 民間 民間 

施設の運営 市 民間 市又は民間 

発注方法 仕様発注（構造、材料など

の詳細な仕様を市が作成

し発注する。） 

性能発注（市が基本的な性

能要件を提示し民間事業者

はそれを満たす設計、施工

する。資材や技術、工法の

自由な提案が可能） 

仕様発注または性能発注 

発注形態 一括（設計）、分離（建設） 一括発注（設計、施工） 一括発注（設計、施工） 

コスト削減 公共単価の採用、業務ごと

の分割発注のため、削減効

果が期待しにくい。 

一般に民間の効率設計・施

工、管理運営による削減が

期待されるが、市役所庁舎

では性質上効果が小さい。 

一般に民間の効率設計・施

工、管理運営による削減が

期待されるが、市役所庁舎

では性質上効果が小さい。 

支出の平準

化 

建設時点に支払いが集中

する。 

分割払いを採用することに

より、支払いの平準化が図

られる。 

分割払いを採用すること

により、支払いの平準化が

図られる。 

支払利息 小さい 大きい（民間資金は市場金

利によるため、公債と比較

して高金利となる。） 

大きい（民間資金は市場金

利によるため、公債と比較

して高金利となる。） 
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維持管理 原則として市の分離・分割

発注による単年度契約 

市又は民間の長期契約（契

約条件等による。事業期間

終了後は市負担） 

市又は民間の長期契約（契

約条件等による。リース終

了後は市負担） 

事業のスピ

ード 

事業関係者が市内部に限

られるため、迅速な推進が

可能。 

ＰＦＩ法による手順、手続

きを遵守するため長い期間

を要する。 

手続きや契約方法に柔軟

性があり、PFI に比べると

早い。 

地元企業の

参入 

建設会社が広く入札に参

加でき、分割発注により地

元企業の参入の可能性を

増やすことが可能。 

事業者は、資金調達、経営

ノウハウ、専門技術などの

総合力を要するため、大手

企業の主導によるグループ

で構成され、地元企業の参

入が図られにくい。 

事業者は、庁舎建築を施工

する技術力を有している

ことが条件となり、地元企

業の参入が図られにくい。 

完成後の対

応 

機能・用途の変更に柔軟に

対応でき、財政状況に応じ

た修繕が可能。 

建物完成後所有権が市に移

るため、機能・用途の変更

に柔軟に対応でき、財政状

況に応じた修繕が可能。 

リース期間中は民間所有

が基本。建物完成後所有権

を市に移す契約の検討が

必要。 

事業破綻な

どのリスク 

市の直営事業であり、リス

クは少ない。 

法に基づく手続きを経るた

め、リスクは少ない。 

事業者は、リース事業に実

績、信用のある者に限られ

る。 

総論 これまで長年採用してき

た方式であり、手続きの負

担も軽い。事業に要する時

間を短くする事ができ、設

計段階での市民参加、地元

企業の参入が図りやすい。 

手続きが厳格で時間を要す

るため、緊急性の高い事業

には不向き。他にはない導

入可能性調査、アドバイザ

ー費用が発生し、長期の準

備期間が必要とされる。市

町村庁舎での採用はほとん

どない。 

リース期間中の施設の安

定的使用には事業者の財

務力の影響を受ける。 

市町村庁舎での採用はほ

とんどない。 

 

 

（２）事業手法の方針 

ＰＦＩ方式やリース方式等民間資金の活用によるメリットは、事業費の縮

減や支出の平準化が大きいのが特徴ですが、近年の建設事業においては直営

方式でも費用全体の低価格化や入札における落札率が低くなる傾向が見られ

ます。 

また、平成 23 年に地方債の充当率が 70％から 75％に引き上げられ、現在

は借入金利も低いことから、より地方債が活用できる状況になってきていま

す。これらを考慮すると、直営方式においても一定の事業費の縮減や支出の

平準化が図られると考えられます。 

加えて、表 5-1-2、表 5-1-3 にあるような課題により、市役所庁舎建設にＰ

ＦＩ方式やリース方式の採用例がほとんどないのが実情です。 
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 各手法を課題も含め比較検討した結果、事業費の縮減や支出の平準化ととも

に、現庁舎の耐震強度の低下により早期に新庁舎整備を行う必要があることや、

設計段階で市の考えや市民の意見が反映されやすいこと、地元企業の参入がし

やすいこと、将来の社会情勢に柔軟に対応できることなどから、総合的に勘案

すると直営方式に優位性があるものと判断し、直営方式により事業を行うこと

とします。 

 

 

①法による手順、手続きを経るため事業期間が直営方式に比べ 1～2年ほど遅れる可

能性が高い。 

②市役所庁舎は民間事業者の創意工夫が最も発揮されると考えられる運営面でのサ

ービス提供範囲が狭く、民間の参入意欲が期待できない可能性がある。 

③性能発注であることから、設計段階で市民からの意見を取り入れることが一般的

に困難である。 

④応札した事業者は大手企業のグループにより構成され、地元企業の参加が難しい。 

⑤長期の契約期間中の社会情勢の変化で契約時に予期できなかった問題が生じた場

合に柔軟な対応が難しい。 

 

①ＰＦＩ方式と比べて柔軟な募集・選定が可能であり時間を要しないと言われるが、

選定後の協議等に時間を要し、直営方式と比べると供用開始までの期間が長い。 

②採算上の制約から工法等も制限される場合が多く、設計業者は必然的にリース事

業者あるいは設計業者とのＪＶとなり、地元企業の参入が図られにくい。 

③設計の自由度について制約が生じる。 

表 5-1-2 PFI方式における課題 

表 5-1-3 リース方式における課題 
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５－２ 設計者の選定方法 

 

 設計者の選定については、①選定過程の透明性、客観性を確保できること、

②提案内容をはじめ応募者の資質や能力も含めて審査できること、③これらに

加え応募に要する費用なども勘案し、総合的な観点から検討いたしました。 

検討にあたっては、競争入札方式、プロポーザル方式、コンペ方式について

比較検討を行い、事業の透明性、公平性の確保、設計段階での柔軟性、市民等

の意見反映等を考慮し、プロポーザル方式を採用します。 

大規模な建築物を設計する場合、その設計条件は多様であり、質の高い設計

を行うためには、設計者の能力や経験などの資質が求められるとともに、設計

者や設計チームのもつ創造力や確かな技術力、専門家としての豊かなノウハウ

が必要となります。 

さらに、新庁舎の建設においては、市民、議会、設計者、行政と設計者がコ

ミュニケーションを重ねながら設計条件を練り上げ、具体的な設計案をつくり

上げることが、庁舎を建設する過程での重要なプロセスであることから、その

意味からもプロポーザル方式を採用するものです。 

 

表 5-2-1 選定方法の比較表 

項目 競争入札方式 プロポーザル方式 コンペ方式 

概要 市が提示する条件に対し

て、設計費の入札を行い、

最も安価な入札者を選定す

る。設計内容を文書（仕様

書）によって表現し、事業

者によって設計内容に大き

な差が出ないということを

前提としている。 

提出された設計対象に対す

る発想・解決方法等の提案

を審査し、設計者を選定す

る。具体的な設計案ではな

く、設計者の考え方を評価

し、「設計者」を選ぶことを

目的としている。 

提出された具体的な設計案

を審査し、設計者を選定す

る。設計条件を明確に示す

必要があり、それに基づい

て作成される具体的な設計

案を評価し、「設計案」を選

ぶことを目的としている。 

特徴 ・金額に対する評価である

ため、判断の基準は明確で

ある。 

・事業者の技術力や企画力、

ノウハウ等を評価すること

はできない。 

 

・民間事業者の技術力や企

画力、ノウハウ等を活用す

ることができる。 

・実績及び考え方を提示す

るのみで、比較的提案者の

負担が少なく、かつ選定後

の設計の自由度が確保され

やすい。 

・市民等の意見の反映が容

易である。 

・設計者の判定基準の設定

や選定理由を明確にする必

要がある。 

・民間事業者の技術力や企

画力、ノウハウ等を活用す

ることができる。 

・契約後の設計条件の変更

についての対応が難しく、

設計変更をする場合は、変

更契約に対する追加費用が

発生する可能性がある。 

・提案する事業者の負担が

大きく、設計案の作成にも

期間を要する。提案者に対

する提案料を考慮する必要

がある。 
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５－３ 建設スケジュール 

 

 新庁舎建設の事業スケジュールについては、次のように想定します。 

 

平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                   

※ 補助金の関係等から事業スケジュールに一部変更が生じる場合もあります。 

 

 

 

  

建設工事・引越し作業 

 

設計者選定 

プロポーザル 

基本設計 

実施設計 

解体工事 

外構工事 
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【資料１】ユニバーサルデザインの例 

 
 

 

 

 

 

 

図 3-3- サインの例 

図 1-4 多目的トイレの例 

図 1-2 車椅子利用者に対応したエレベーターの例 図 1-3 わかりやすいサインの例 

電光文表示 

スピーカー 

電光文字表示 

待ち番号札 

座位用カウンター 

下部の奥行 45cm 

程度 

座位用カウンター 

下部の高さ 65cm 

程度 

横型手すり 

座位用カウンター下部の

高さ 65cm程度 

視覚障碍者 

誘導用ブロック等 

点字表示 

150×150cm以上 

車椅子が回転でき

るスペース 

出入口有効幅員

80cm以上 

点字ブロック 
手すり 

点字表示 

操作盤（点字表示） 

手すり 

車椅子使用者対応

主操作盤 

車椅子使用者対応

副操作盤 

車椅子が回転でき

るスペース 

車いすが近接しや

すい寸法 

水栓が操作しやす

い寸法 

ひざより下が入ることに 

配慮する。 

6
5c
m
程
度
 

鏡
下
端
高
さ

 

（
カ
ウ
ン
タ
ー
の
直
上
）

 

鏡
高
さ

1
0
0c
m
程
度
 

呼び出し 

ボタン 

埋込み 

タイプ 

可動手すり 

ペーパーホルダー 

固定手すり 

洗面 

開閉用取手 

腰掛便座 

（
2
,0
00
～
2,
20
0
）
 

3
50

 
 
 

35
0
 
（
2
30
）
 

（
1
,0
10
）
 

（
3
00
～
40
0
）
 

（2,000～2,200） 

（550）  （250）（200程度以上）   （200程度以上） 

（
1
00
）
 

図 1-1 窓口の例 
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【資料２】官庁施設に求められる耐震安全性 

 

官庁施設に求められる耐震安全性の分類 

（国土交通省「官庁施設の総合耐震・対津波計画基準」による） 

耐震安全性の分類 

施設の用途 対象施設 

耐震安全性の分類 

構造

体 

建築非構
造部材 

建築

設備 

災害対策の指揮、情

報伝達等のための

施設 

指定行政機関が入居する施設 
指定地方行政ブロック機関が入居する施設 
東京圏、名古屋圏、大阪圏及び地震防災対策強化地
域にある指定行政機関が入居する施設 

Ⅰ類 

Ａ類 甲類 

指定地方行政機関のうち、上記以外のもの及びこれ

に準ずる機能を有する機関が入居する施設 
Ⅱ類 

被災者の救助、緊急
医療活動、消火活動
等のための施設 

病院、消防関係機関のうち、災害時に拠点として機
能すべき施設 

Ⅰ類 Ａ類 甲類 

上記以外の病院、消防関係施設 Ⅱ類     

避難所として位置
付けられた施設 

学校、研修施設等のうち、地域防災計画で、避難所
として指定された施設 

Ⅱ類 Ａ類 乙類 

危険物を貯蔵又は
使用する施設 

放射性物質又は病原菌類を取り扱う施設、これらに
関する試験研究施設 

Ⅰ類 Ａ類 

甲類 
石油類、高圧ガス、毒物等を取り扱う施設、これら
に関する試験研究施設 

Ⅱ類 Ａ類 

多数の者が利用する施設 文化施設、学校施設、社会教育施設、社会福祉施設 Ⅱ類 Ｂ類 乙類 

その他 一般官公庁施設 Ⅲ類 Ｂ類 乙類 

 

 

 

 

  

本計画の該当項目 
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官庁施設に求められる耐震安全性の目標 

（国土交通省「官庁施設の総合耐震・対津波計画基準」による） 

耐震安全性の目標 

部位 分類 耐震安全性の目標 

構造体 

Ⅰ類 

大地震動後、構造体の補修をすることなく建築物を使用できるこ

とを目標とし、人命の安全確保に加えて十分な機能確保が図られ

ている。 

Ⅱ類 

大地震動後、構造体の大きな補修をすることなく、建築物を使用

できることを目標とし、人命の安全確保に加えて十分な機能確保

が図られている。 

Ⅲ類 

大地震動により構造体の部分的な損傷は生ずるが、建築物全体の

耐力の低下は著しくないことを目標とし、人命の安全確保が図ら

れている。 

建築非構造部材 

Ａ類 

大地震動後、災害応急対策活動や被災者の受け入れの円滑な実施、

又は危険物の管理のうえで、支障となる建築非構造部材の損傷、

移動等が発生しないことを目標とし、人命の安全確保に加えて十

分な機能確保が図られている。 

Ｂ類 
大地震動により建築非構造部材の損傷、異動などが発生する場合

でも、人命の安全確保と二次災害の防止が図られている。 

建築設備 

甲類 

大地震動後の人命の安全確保及び二次災害の防止が図られている

と共に、大きな補修をすることなく、必要な設備機能を相当期間

継続できる。 

乙類 
大地震動後の人命の安全確保及び二次災害の防止が図られてい

る。 

                                  本計画の該当項目 
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【資料３】耐震形式 

 

構造の比較検討 

構造 耐震構造 制震構造 免震構造 

揺れの 

模式図 

 

 

 

 

地震エネル

ギーの吸収 

柱･梁の一部が降伏し地震

力を吸収。 

柱･梁より先に制震ダンパ

ーが降伏し、地震力を吸収。 

建物の固有周期を長くすること

で地震力が建物に伝わりにく

い。 

建物の 

揺れ 

大地震時には大きく揺れ

る。 

家具等の転倒破損の恐れ

有り。 

制震ダンパーが揺れを吸

収。 

家具等の転倒破壊の恐れ有

り。 

建物を支える免震装置がゆっく

りと揺れる。家具等の転倒を防

ぐ事ができる。 

施工コスト 小 中 大 

維持管理 

大地震後の補修費が大き

くなる場合がある。 

大地震等災害後に点検が必

用。 

定期的な点検が必要なため、維

持管理費が掛かる。また、大地

震等災害後に点検が必要。 

建物用途 

通常の一般的な建物は耐

震構造で設計されている。 

超高層事務所ビルや超高層

マンションに制震構造が多

く採用されている。 

最近の大型病院には免震構造が

多く採用されている。 

その他  構造形式に制約が生じる。 

イニシャルコスト並びにランニ

ングコストが耐震構造に比べ高

くなる。 
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【資料４】環境手法例 

 様々な環境手法がありますが、いくつかの手法例を以下に示します。 

主な環境手法 

ア）日射抑制による空調負荷の低減 

方位に合わせたルーバーや外ブラインド、深い庇、緑のカーテンなどに

よる室内への直射光を防ぎ、空調負荷の低減を図る手法 

 

 

イ）照明エネルギーの低減 

自然光を積極的に採り入れ、照明エネルギーを抑える手法 

 

 

 

 

 

 

 

ウ）地中熱利用 

地中に熱交換パイプを埋め、夏は冷たく冬は暖かい地中熱を効率よく汲

み上げる手法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

屋根面の開口から
直接光を導入。 
開口部側面での反
射も期待できる。 

壁面上部に窓を設
けて側面から自然
光を導入。 

窓面上方の水平庇
の上面に受けた日
射を天井に反射さ
せて室内に導入。 

吹き抜け頂部から
の採光を各階の吹
き抜けに面した開
口から導入。 

内側が鏡面のダク
トに直接光を導
き、反射させて室
の奥まで光を導
入。 

太陽を追尾して角
度を調整する鏡に
より、直射光が届
かない場所へ反射
光を導入。 

トップライト ハイサイドライト ライトシェルフ ライトウェル 光ダクト 太陽光採用装置 

地中熱ヒートポンプ 
地中熱ヒートポンプ 

<夏> <冬> 

地中熱ヒートポンプの例 
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エ）外断熱 

建物全体を断熱材で覆っているため、結露の発生を抑えることができ、

建物を長持ちさせるなどの利点を持つ工法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

外断熱工法 

 

オ）資源循環型システム 

リデュース（廃棄物の発生抑制）、リユース（再使用）、リサイクル（再

資源化）の優先順位を判断し、環境負荷の低減を進めるために庁舎からの

廃棄物の発生を抑制する手法。 

 

 

 

  

・建物の長寿命化 

・ライフサイクルコストの低減 

・結露防止 

・快適な室内環境 

・省エネルギー 
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○基本事項 

グリーン化に係る評価及び検証は、ライフサイクル二酸化炭素排出量（LCCO2）、ラ

イフサイクル廃棄物最終処分量（LCW）、ライフサイクル資源投入量（LCR）を主たる

指標とする。 

○５つの柱 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国土交通省ホームページより 

グリーン庁舎は、建築物の計画から建設、運用、廃棄に至るまでのライフ

サイクルによる環境負荷低減に配慮し、建築分野における環境保全対策の模

範となる官庁庁舎として、国土交通省が推進している模範的な施設です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

グリーン庁舎 

周辺環境保全 
・地域生態系保全（最小限の地形改変、既存樹木の保全、緑化率の向上、水循環の

構築、有害物質排出の抑制等） 

・周辺環境配慮（騒音、振動、風害、光害の抑制等） 

省エネルギー・

省資源 

・環境負荷の低減（外壁を通した熱負荷低減、断熱性の高い材料・構法、断熱遮蔽

性の高い建具・ガラス・庇、空調・換気量低減等） 

・自然エネルギー利用（自然光、自然通風、太陽光発電、太陽熱給湯、外気冷房等） 

・エネルギー資源の有効利用（効率的な建築設備システム、電力負荷の低減・平準

化、施設に応じた運転制御方式、高効率照明器具、点灯方式、雨水や排水処理水

の再利用、節水システム、適正な運転管理システム等） 

エコマテリアル 

・環境負荷の少ない自然材料等を採用する 

・熱帯林の減少に配慮し熱帯材型枠の使用の合理化等を図る 

・廃棄物等の再使用又は再生利用した資機材を使用する 

・部分的な更新が容易となるように、分解が容易な資機材、モジュール材料等を使

用する 

適正使用、適正

処理 

・建設副産物の発生抑制、再使用及び再生利用を図る 

・環境負荷の大きい物質を使用した資機材の使用の抑制、適切な回収を図る 

・施設運用時の廃棄物の適切な処理に配慮する 

長寿命 

・階高、床面積、床荷重等の余裕度及び間仕切り等の可変性に配慮 

・構造体については、耐久性に優れたものとする 

・非構造部材及び建築設備については、耐久性を確保し、更新・修繕、補修が容易

なものとする 

・適切な維持管理が行えるよう、作業スペース等を確保する 

出典：グリーン庁舎計画指針の概要 「官庁施設の環境保全性に関する基準」より 
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CASBEE（キャスビー）による評価項目 

区分 評価項目 

室内環境 

音環境 騒音、遮音、吸音 

温熱環境 室温制御、湿度制御、空調方式 

光・視環境 昼光利用、グレア対策、照度、照明制御 

空気質環境 発生源対策、換気、運用管理 

サービス性能 

機能性 機能性・使いやすさ、心理性・快適性 

耐用性・信頼性 耐震・免震、部品・部材の耐用年数、信頼性 

対応性・更新性 空間のゆとり、荷重のゆとり、設備の更新性 

室外環境（敷地内） 

生物環境の保全  

まちなみ・景観への配慮  

地域性・アメニティへの配慮 地域性への配慮・快適性の向上、敷地内温熱環境の向上 

エネルギー 

建物の熱負荷抑制  

自然エネルギー利用 自然エネルギーの直接利用、自然エネルギーの変換利用 

設備システムの高効率化  

効率的運用 モニタリング、運用管理体制 

資源・マテリアル 

水資源保護 節水、雨水利用・雑排水再利用 

低環境負荷材 

資源の再利用効率、持続可能な森林から産出された木材、

健康被害のおそれが少ない材料、既存建築躯体などの再利

用、部材の再利用可能性、フロン・ハロンの回避 

敷地外環境 

大気汚染防止  

騒音・振動・悪臭の防止 騒音・振動、悪臭 

風害、日照阻害の抑制  

光害の抑制  

温熱環境悪化の改善  

地域インフラへの負荷抑制  

ＣＡＳＢＥＥの特徴 

出典：財団法人建築環境・省エネルギー 
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【資料５】立体型駐車場の例 

 

○機械式駐車場 

機械式駐車場は、極小の土地にも十分な駐車台数を確保できます。参考例と

してピット方式と多段方式を以下に示します。 

 

ピット方式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地下にピットを作り、下段の車を出庫する時には、車が載っ

ているパレットを上昇させて車を出すタイプ。 

 

多段方式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

車が載っているパレットを上下左右に移動させて、車を出す

タイプ。 
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【資料６】計画地周辺の道路交通状況について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

⑨ 

⑩ 

至 JR北広島駅 

至 北広島市役所 

エ
ル
フ
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ン
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ー
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A2 

A4 

 

A 

ささき 

ビル 
はるやま 

理容 

シボレー 
喜楽ビル 

A1 A3 

⑦ 

⑥ 

⑤ 

① 

④ 

③ 

② 

⑧ 

N 

道道栗山北広島線 

道
道
江
別
恵
庭
線 

至 恵庭市 

至 江別市 

B 

Ａ 

Ｂ 

ＪＲ千歳線 

北広島駅 

道道江別恵庭線 

道道栗山北広島線 

Ｎ 

エルフィンロード 

現庁舎敷地 
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地点別交通量総括表（7時から 19時までの 12時間） 

出典：Ｈ23、24年度 北広島市道路交通量調査より 

 

 

地点方向 
歩行者 

（人） 

二輪車 四輪車 

自転車 

（台） 

自動二輪車 

（台） 

乗用車 

（台） 

バス 

（台） 

小型貨物車 

（台） 

大型貨物車 

（台） 

合計 

（台） 

A1 
①西→東 444 251 21 2,968 72 416 176 3,632 

②東→西 442 286 22 2,903 68 367 174 3,512 

A2 
③北→南 273 50 39 4,827 120 838 1,206 6,991 

④南→北 314 88 40 5,211 129 932 1,146 7,418 

A3 
⑤東→西 240 194 38 5,287 92 764 648 6,791 

⑥西→東 253 201 36 5,078 123 738 652 6,591 

A4 
⑦南→北 173 128 41 5,569 144 969 1,397 8,079 

⑧北→南 244 182 41 5,459 108 950 1,455 7,972 

B 
⑨南→北 390 334 

⑩北→南 426 433 
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